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Ⅰ 包括外部監査の概要 

１ 包括外部監査の種類 

 地方自治法（昭和 22年 4月 17日法律第 67号。以下、「法」という。）第 252条の 37第 1項

及び第 2項に基づく包括外部監査 

 

２ 選定した特定の事件 

 生涯学習、文化芸術及びスポーツ振興の施策に関する事務の執行及び管理運営について 

 

３ 外部監査の対象期間 

原則として平成 28年度の執行分 

 （必要に応じて他の年度も対象とする。） 

 

４ 外部監査の実施期間 

 平成 29年 8月 29日から平成 30年 3月 31日まで 

 

５ 特定の事件を選定した理由について 

 現在、わが国においては、グローバル化や様々な分野での技術革新、人口減少と少子高齢化の急速

な進行等社会環境が大きく変化する中で、地域の活力の低下、人と人のつながりの希薄化が懸念され

ており、いわき市も例外ではない。そして、市は昨年、未曽有の東日本大震災から 6年が経過、復興・

創生期に入り、市制施行 50 周年の節目も迎え、今後を見据えた新たなまちづくりに着手する時期に

差し掛かっている。 

 市は平成 12年 12月に「新・市総合計画 ふるさと・いわき 21プラン」を制定、状況に合わせ随

時改定してきたが、それと整合する形で平成 28 年 2 月に「いわき市教育大綱―教育先進都市“いわ

き”の実現に向けて―」を制定した。大綱においては、「地域が人を育み、人が地域をつくる」とい 

う認識に基づき、「学校・家庭・地域の他各種組織が連携し、知・徳・体のバランスのとれた子供たち 

を育む」こと、また「子どもから大人まで、市民一人ひとりが、それぞれのライフステージの中でふ 

るさとに誇りと愛着を持てるような学びの機会を設ける」ことの２点を通して、世代を超えて地域全 

体で人を育てともに支え合い、ひいては誇れるまちづくりにつなげることを基本理念とする。 

 そして、前者では「個性を生かした学校教育の推進、確かな人間力を育む幼児教育の充実」、後者で

は「生涯を通した学習活動の推進、生涯にわたるスポーツライフの実現、地域に根差した市民文化の

継承と創造」が施策体系として掲げられ、市民にとっても関心が高いものと考えられるが、一方で特

に後者に関しては、市の厳しい財政状況をも勘案して施策を行っていく必要もある。 

以上のような背景に基づき、今回は、生涯学習、文化芸術及びスポーツ振興の施策に関して、法令

等に対する合規性、及びその経済性・効率性・有効性の観点から検討を行うことは有用であると判断

し、特定の事件として選定した。 

 

６ 包括外部監査の方法 

（1）監査の要点 

 ① 生涯学習、文化芸術及びスポーツ振興の施策に関する歳入・歳出が関係法令、規則及び諸規

程に準拠して適切に処理されているか。 

② 生涯学習、文化芸術及びスポーツ振興の施策に関する財産の管理運営が関係法令、規則及び
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諸規程に準拠して適切に実施されているか。 

③ 生涯学習、文化芸術及びスポーツ振興の施策は、特に現状の財務状況等の観点から経済的・

効率的に実施されているか。 

④ 生涯学習、文化芸術及びスポーツ振興の施策は、事後評価、改善活動が適切に行われている

ことにより有効的に実施されているか。 

 

（2）監査手続 

  ① 入手資料等による事業の概況把握及び財務情報等の分析 

② 関連法令、条例、要綱、契約書、決裁書類、予算書、実績報告書、申請書、交付書、モニタ

リング資料等の閲覧 

③ 担当課、担当者、関連団体等への質問、意見聴取等 

④ 必要と認めた関連施設への往査 

⑤ その他必要と認めた監査手続 

 

７ 監査対象機関 

教育委員会事務局が所管する生涯学習課及びいわき総合図書館、市長部局の文化スポーツ室

が所管する文化振興課、市立美術館、いわき芸術文化交流館（アリオス）及びスポーツ振興

課、及び左記をはじめとする生涯学習、文化芸術及びスポーツ振興の施策に関する事務の執行及

び管理運営を所管する部局並びに事務を執行する財政援助団体 

 

８ 外部監査の補助者     

公 認 会 計 士 富 樫 健 一 

公 認 会 計 士 髙 嶋 清 彦 

公 認 会 計 士  満 山 幸 成 

公 認 会 計 士  渡 部 和 俊 

公 認 会 計 士  齋 藤 紀 朗 

公 認 会 計 士  尾 﨑 公 律 

公 認 会 計 士  小 野 雄 高 

公 認 会 計 士  中 鉢 政 彦 

 

９ 利害関係 

 

包括外部監査の対象とした事件につき、包括外部監査人及び補助者は、法第252条の29の規

定により記載すべき利害関係はない。 
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Ⅱ 包括外部監査の監査結果 

監査の結果及び意見について、監査人は次の区分で述べている。 

 

区分 内      容 件数 

指摘事項 
現在の法令等に照らして違反又は不当と監査人が判断した事項 

・本文中、【指摘事項】と表記する。 
１７ 

意見 

「指摘事項」には該当しないが、監査人が、改善を要すると判断し

た事項又は検討を要すると判断した事項 

・本文中、【意見】と表記する。 

３４ 

 

これらの記載区分は、監査人が判断した事項であり、かつ、現状の多様性から必ずしも厳密で

統一的な区分を行えない場合があることをご承知おきいただきたい。 

 なお、監査の結果及び意見については、特段の断りがない場合は、平成 30 年 2 月末現在での

判断に基づき記載している。 

 

生涯学習、文化芸術及びスポーツ振興の施策に関する事務の執行及び管理運営の概要 いわき市 

における生涯学習、文化芸術及びスポーツ振興の施策に関する状況 

 

１ 「いわき市教育大綱」の個別計画について【意見】 

「Ⅴ地域に根ざした市民文化の継承と創造」に関しては個別計画が策定されていない状況である。 

計画の策定とその実行により、市民の「ふるさといわき」に対する思いや誇りに繋がることが期待 

できることを考えれば、作成することが必要と考える。 

 

２ 外部有識者による事業評価について【意見】 

市では、現在、「基本計画及び実施計画」、ひいては「いわき市教育大綱」の実現を目指して、事 

業を展開しているが、各事業は、毎年度ローリング方式にて行っている。その際、各主管部署が独 

自に調査・評価した調書を総合政策部に提出するが、提出前に外部有識者の視点が入れば、より一 

層各事業の評価と次年度以降の事業実施へ向けてのローリングの正確性、また計画達成に対する精 

度も高まっていくものと考えられる。その点、今回対象とした各課・各部署での外部有識者が行う 

個別事業評価は利用できるものと考えるが、以下の点につき検討することが望ましい。 

① 生涯学習推進本部会議は、「第 5 期いわき市生涯学習推進計画」の各事業を評価するが、必

ずしも「基本計画及び実施計画」の各事業を全て取り込んではいない。また、教育委員会の事務

の点検・評価に関しては、毎年各事業全てが行われるわけではなく、また、平成 28 年４月より

市長部局に権限が移管された部分に関しては対象外となっている。したがって、該当する事業に

関しては、何らかの外部有識者による事業評価を取り入れることが望ましい。 

② 文化振興課、アリオス及びスポーツ振興課の事業の一部に関しては、「第 5 期いわき市生涯

学習推進計画」に取り込まれているが、「事業計画及び実施計画」での事業を網羅的に検討評価す

る場の設定が望まれる。 

③ 現在の事業評価は主として定性的評価の傾向が強いが、今後は定量的な成果指標の達成状況

も踏まえての検討評価が望まれる。 
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各課及び各施設における事務の執行及び管理運営について 第１ 生涯学習課 

 

３ 設計金額の算定について【意見】 

  内郷公民館冷暖房（空調）給排水管理業務委託他 2業務委託について、設計金額が人件費及び固 

定費の合計費用の積算額に過去 3回の平均落札率を乗じて算定されていた。これでは積算金額の一 

部を控除して算定されることになり、適正価格での発注を阻害することになり、今後の設計に当た 

っては留意が必要である。なお、平成 29年 2月 15日に財政部長より、上記の算定は不適切なもの 

であるという通知を受け、平成 29年度からの設計にあたってはその通知に基づき運用されている。 

 

４ 公民館機械警備業務委託の入札額について【意見】 

  指名競争入札により、実績のある 6 者が入札に参加したが、各入札者の入札額の乖離が著しい。 

入札額は入札者の自由ではあるが、今回の場合、業務の性質から見てもそれほど差がつかないよう 

にも思われ、このようなケースが散見されると、外部から見た場合、適切な入札行為・入札手続き 

等に疑義を抱かれる可能性もあり、入札者に事情を問い合わせする等して状況を把握しておくこと 

が望まれる。 

 

５ 起案書の記載不備について【指摘事項】 

常磐公民館耐震補強工事他 1工事に関し、起案書の決裁状況を確認した結果、起案書に決裁日等 

の記載が漏れており、いわき市文書等管理規程に違反しているものが散見された。決裁に基づき、

確実に執行されていることを明らかにするためにも当該日付の記載を徹底する必要がある。 

 

６ 常磐公民館耐震補強工事における随意契約確認表について【指摘事項】 

随意契約の内容について、担当課 2名による確認が実施されている。随意契約確認表にはその理 

由が記載されており、工期短縮期間を明記しているが、標準工期 431日間のところ、随意契約時の 

所要工期は 421日と算定されており 10日短縮と記載すべきところ、約 20日間短縮と記載を誤っ 

 ており、チェックの徹底が必要である。 

 

７ 生涯学習プラザの再委託について【意見】 

  生涯学習プラザの主要事業の一つに、ITに関連した学習支援事業がある。生涯学習プラザは、い 

 わき市教育文化事業団が指定管理者となり業務を行っているが、IT に関連した学習支援業務は再

委託している。基本協定書第 15 条第 1 項「再委託の禁止」の規定に基づき、再委託可能な業務は

仕様書で定められているが当該業務の記載はない。但し、それ以外であっても「但し予め甲の承諾

を得たときはこの限りではない。」として再委託の余地が残されており、協定締結段階で当該業務

の再委託に関して協議されていると考えられるが、その経過を記した文書がない。当該事項は例外

事項でありその経緯を文書で残すことが望ましいと考える。 

 

８ 指定管理者施設管理状況評価票における収支状況について【指摘事項】 

ホームページで公表されている指定管理者の施設管理状況評価票において、その中の「４．使用 

料・利用料・経費の推移（決算額）」の収支と、先方が作成している決算実績値との間で差異が生じ 

 ている。収支は、当年度の業績評価や次年度の予算設定において重要であり、いわき市教育文化事 

 業団に適切な報告を行わせるとともに、市側も適切な数値は何かを十分確認し公表を行う必要があ 

る。 
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９ 生涯学習プラザ管理運営費（ティーワンビル共益費）の支払期日について【意見】 

ティーワンビル共益費の支払期日について、ティーワンビル管理規約では「当月分は前月の末日 

 までに一括して徴収する。」こととされている（第 70条第 1項）が、実際には当月初めに支払われ 

ている。これは、ティーワンビルの区分所有者が多いため、管理組合の事務都合から請求書の発行 

が当月にずれ込み、区分所有者の一人である市もそれに基づき支払っているためとのことであるが、 

 市の対応としては、現在管理規約違反となっている状況を是正するよう、ティーワンビル管理組合 

 に働きかけを行うことが望まれる。 

 

１０ 公民館運営審議会の開催について【指摘事項】 

  いわき市公民館条例第 10条（公民館運営審議会）において、運営審議会の委員の資格や定数が 

定められている。運営審議会開催報告書をレビューした結果、四倉地区について委員は８名とされ 

ているところ、平成 28年度開催された第２回運営審議会においては 4名のみ出席であり、定足数 

を満たしていない。規則違反であり、開催日の当日の変更も含めて対処すべきであった。今後十分 

留意する必要がある。 

 

１１ 公民館運営審議会開催報告書の記載事項について【意見】 

運営審議会開催後、審議の議事を記した運営審議会開催報告書が作成されるが、レビューした結 

果、以下の議事録作成の基本的事項につき不十分であり、今後改善が望まれる。 

① 運営審議会開催報告書での出席者氏名等の記載 

② 閉会時間の記載 

③ 協議・報告事項の明確化 

 

１２ 生涯学習課での公民館運営審議会開催報告書の検印について【意見】 

運営審議会開催報告書は、生涯学習課に提出・回覧され関係者が検印をしている。２地区のもの 

に関しては、課長・係長等最低限の承認者の検印しかなく全員に回覧されなかったものと思われる。 

今後は、情報共有の意味で常に関係者全員に回覧されることが望まれる。 

 

１３ 事業計画と公民館運営審議会での審議内容について【意見】 

  公民館運営審議会は、館長の諮問に応じ各種の事業の企画実施につき調査審議を行うものとされ 

るが、その過程で当然公民館の年間を通した全体の事業活動評価を行うものと考える。運営審議会 

 開催報告書及び添付資料を確認する中で、以下の事項の中で検討すべき点が見られ、生涯学習課で 

の各運営審議会のモニタリング、公民館館長・職員や審議会委員等の公民館活動に対する意識等、 

さらなる向上が望まれる。 

① 事業計画について 

   公民館における事業計画とは、各公民館が主催する市民講座計画だけでなく、生涯学習課の施 

 策を反映した事業も含んだ年度全体計画としてまとめたものと考えるが、そうなっていない公民 

館も散見された。また、フォームや記載内容の不統一なところも散見され統一が望まれる。 

② 公民館運営審議会での年間事業報告に関する審議について 

   年間事業報告書の作成は任意であるが作成され、運営協議会で報告審議されているところもあ 

る。作成していない公民館があれば作成し運営審議会で審議されることが望まれる。 

③ 土曜学習推進事業及びいわき防災サマーキャンプ事業についての審議について 
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 両事業は、市民講座ではないが生涯学習課の平成 28年度の施策にも取り上げられているもの 

 であるが、運営審議会開催報告書を見た限りでは取り上げられていない運営審議会が存在してい 

た。 

 

１４ 受講者が多い事業の把握について【意見】 

各公民館の毎月の事業の実施状況は、月次事業実施報告書で対象区分毎（青少年・家庭教育等） 

に日時・内容・会場・講師等・男女別参加人数として記載され、それを対象毎に集計、月次の集計 

結果が年度集計表としてまとめられ、中央公民館・生涯学習課に提出され、各公民館の対象区分毎 

の事業の傾向は把握できる。しかし、各公民館の個別事業を全体の公民館で横串し集計したデータ 

は作成されていないので、全体としてどのような事業に対して受講者数が多いのかがわからない状 

況である。ある地区の事業において他地区からの受講者がいることも多く、横串したデータを作成 

し全公民館で受講者が多い事業を把握し、それを連絡調整館や生涯学習プラザで開催できれば、全 

体として市民の公民館に対する利便性も増加できるものと考える。 

 

１５ 中央公民館での投書箱設置について【意見】 

  中央公民館の往査時ヒアリングを行った結果、同公民館には投書箱がないとのことであった。他 

公民館では設置され利用者の声を吸い上げるようになっているが、中央公民館でも設置が望まれる。 

 

各課及び各施設における事務の執行及び管理運営について 第２ 総合図書館 

 

１６ いわき総合図書等運営一部業務委託契約について【意見】 

同業務委託は、公募型プロポーザル方式により、2者が応募し内 1者は辞退したため、最終的に 

1者のみが審査の対象となった。前回の応募者状況は 6者で、これらが審査の対象となっているこ 

 とを考えると、かなり形式的な選考結果となってしまっている。今回応募先が結果的に 1者となっ 

てしまったことを踏まえ、次回は、募集の範囲、業務の内容、周知方法や募集期間等について十分 

に工夫検討することが望まれる。また、審査会の点数配分に関しても、「利用者サービスの向上」の 

配点が、「運営の基本方針」や「業務運営の理念」のそれと比較して予想以上に低いと考えられる点 

等があり、検討することが望まれる。 

 

１７ いわき総合図書館施設維持管理業務について【指摘事項】 

委託業務は、清掃業務、点検業務等である。このうち、点検業務に関して作業の都度、実施写真 

を報告書に添付して提出することが義務付けられているが、守られていないケースが散見される。

委託先への指導の徹底が必要である。 

 

１８ 図書の購入について【意見】 

図書の購入に対し、「地元書店の振興と大量の図書資料を一括調達する必要から、発注方法とし 

て、市内書店による共同発注方式を採用することにより、契約の性質上、競争入札が困難であるた  

め」を理由に随意契約を締結している。また、図書納入に際し、図書のコーティング費用やバーコ 

ードの貼付作業、ＩＣタグの挿入作業等のいわゆる装備費が発生するが、それらは図書納入費（定 

価）に含まれているため本体額の実質的な値引きと考えられ、随意契約としても一定のコスト削減 

 効果は実現しているものと考えられる。但し、最近では、上記の ICタグの挿入作業等装備費の範 

囲が拡大し、協同組合側の負担が増大しており、随意契約の理由の一つである「地元書店の振興」
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という点を鑑みれば、図書購入に際しての価格の再検討が望まうれる。 

 

１９ 図書システムの情報セキュリティについて【指摘事項】 

「いわき市情報セキュリティ基本方針」の項目第 9によれば、情報セキュリティ対策として、5 

つの方針（①物理的情報セキュリティ対策、②人的情報セキュリティ対策、③技術的情報セキュリ 

ティ対策、④運用における情報セキュリティ対策、⑤緊急時における情報セキュリティ対策）を掲 

げているが各々に不備があった。図書館は、登録手続、貸出・返却手続、自動倉庫の本の入出庫の 

 業務、各図書館等とのオンラインシステム等情報の大部分を図書システムに依存しており、これが 

 阻害されれば、図書館の機能の大部分が一時的に停止すると考えられ、早急な対策が必要である。 

 

２０ 蔵書点検（棚卸）について【意見】 

蔵書点検（棚卸）については、年に 1回書架にある書籍を対象に実施されている。左記点検（棚 

卸）に関して、書庫（自動システム）にある蔵書はシステム管理されているため実施対象外とされ 

 ているが、書庫（自動システム）にある蔵書数は書架にある蔵書数を超えており、また、定期的・ 

計画的な現物確認は重要であり、循環棚卸等により定期的に棚卸を実施することが望ましい。 

 

２１ 備品管理について【指摘事項】 

現状、「備品台帳一覧表」に基づいてシステム上の管理のみを実施しており、定期的・計画的な棚 

卸は実施していないとのことである。適正な資産管理の観点から、定期的・計画的な棚卸の実施が 

必要である。また、資産を特定する備品整理票が現状、一部資産のみに貼付されているが、財務規  

則の規定に基づいて網羅的に実施する必要がある。 

 

２２ 負担金及び交付金の計上区分について【意見】 

現状、ラトブ管理組合に支払う施設管理費及び組合運営費について、毎期、経常的に発生する経 

 費に関わらず臨時経費分に計上されている。左記の経費も大枠としては、施設管理費内に計上され 

 ているため特段の影響はないが、毎期、経常的に発生する経費であるため、経常経費分で計上する 

 ことが望まれる。なお、平成 30年度当初予算から経常経費分に計上することになった。 

 

２３ 購入した図書で一定期間貸出のないものの調査について【意見】 

  現状、図書館では過去その年度購入した図書で、一定期間貸出のないものの調査がされていない。 

限られた予算の中で図書購入額も制限される以上、上記のような調査を行い、選定方針・選書にそ 

の傾向を反映させていくことが望まれる。 

 

２４ 来館者数の増加について【意見】 

総合図書館の来館者数は、平成 28年度の来館者数は 680千人であり、震災後 1年経過した平成 

24 年度の 801 千人と比べて 15.1%減少している。貸出数の推移により貸出数は若干増加してい

るので、来館による貸出より未来館による貸出に比重が移っていることもあげられるが、その他の

要因も把握・分析する必要があると考える。 

その一つの手段として、図書館は、平成 14 年いわき市総合型図書館整備基本構想・基本計画策

定時に、来館者に対してアンケート調査を 1回行い、その後行っていないアンケートを実施するこ

とが上げられる。図書館は、来館しなければ享受できない多様な活動を行っている。したがって、

来館者数増加に向けて、各種活動のアピールも絡めて、特に図書館の利用度が低いと考えられる層
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向けにアンケートを実施しそのニーズを把握・分析した上で、今後の運営方針を検討し、来館者増

加に繋げることが望まれる。 

 

各課及び各施設における事務の執行及び管理運営について 第３ 文化振興課 

 

２５ 常磐市民会館と常磐公民館の一体の業務委託について【意見】 

  市民会館については、基本的に指定管理者制度を導入しているが、常磐市民会館については、常 

磐公民館と建物が一体であること等から指定管理者による業務のうち、幾つかの業務についてはい 

 わき市が直営で対応している。しかし、指定管理者による業務委託の範囲に含めた方が経費削減  

となる可能性もあり検討することが望まれる。 

 

２６ 自家用電気工作物保守点検業務について【意見】 

常磐市民会館の上記業務については現状の指定管理者業務の範囲外であるが、前払いや一括払い 

等により割引を受けている。現状の指定管理者業務の枠内でも前払いや一括払いをすることによる 

割引の可能性を検討することが望まれる。 

 

２７ 指定管理者から提示される収支実績について（収支実績のチェック）【指摘事項】 

  指定管理者からの事業報告書によれば、2,424千円の収入超過であった。その後収入超過の取扱 

いについて質問したところ、消費税の算定・集計を誤っていることが判明した。また、ホームペー 

ジでの「指定管理者による施設管理状況評価票」の収支金額でもそのままの数値で公表されている。 

提出内容については、担当者が検証すべきであり誤りを是正、再提出を求め、保管する必要がある。 

 

２８ 指定管理者から提示される収支実績について（収支状況の作成）【意見】 

  現在の収支状況は、各市民会館と運営事務に区分した収入内訳となっているが、支出は一括集計 

されている。本来、収入が区分されているのであれば、支出も区分した収支状況で報告を求め、各 

市民会館の収支状況、予算との乖離状況の把握、原因分析を行うことが望まれる。 

 

２９ 起案書の記載不備について【指摘事項】 

  市内遺跡発掘調査（報告書作成）業務委託の見積結果報告兼契約締結伺に関し、決裁状況を確認 

した結果、決裁日の記載が漏れており、いわき市文書等管理規程に違反している。決裁に基づき、 

確実に執行されていることを明らかにするためにも当該日付の記載を徹底する必要がある。 

 

３０ 指定管理者の選定における選定委員会メンバーについて【意見】 

文化振興課の所管する施設の管理運営は指定管理者制度が採られ、候補者の選定方法は非公募に

よっている。「いわき市指定管理者制度に関する基本方針」によれば、「非公募の場合、公募によら

ない理由を明確にした上で、市長の意思決定を受けるものとし、意思決定後、公募によらない理由

と選定する予定としている指定管理者の候補者名を公表すること」とされており、原則として非公

募による場合の選定委員会審査は不要となっている。今回の場合、候補者が市の外郭団体であり、

先方の理事会理事 8名中、市関係者 4名が占めること等に鑑み、説明責任を果たす意味もあり、要

件を加重し非公募であるが選定委員会による審査が行われたものと考える。しかし、選定委員会の

メンバー7 名中 1 名のみが外部の学識経験者で、残りは市の職員である教育委員会事務局関係者で

あり、このようなケースにおいては、選定委員会のメンバー構成に当たり外部第三者の比率を高め
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ることが望まれる。 

 

３１ 指定管理者による施設管理状況評価票の収支状況について【指摘事項】 

  ホームページで公表されている「指定管理者による施設管理状況評価票」において、その中の「４． 

 使用料・利用料・経費の推移（決算額）」の収支と、先方が作成の決算実績値との間で相違が生じて 

 いる。収支は、当年度の業績評価や次年度の予算設定において重要であり、いわき市教育文化事業 

団に適切な報告を行わせるとともに、市側も適切な数値は何かを十分確認した上で公表を行う必要 

がある。 

 

各課及び各施設における事務の執行及び管理運営について 第４ いわき市立美術館 

 

３２ 所蔵品・備品の資産管理について【指摘事項】 

美術館の所蔵品・備品の資産管理について検討した結果、以下の問題点があり改善が必要である。 

① 備品の台帳登録の漏れについて 

備品の現物確認を実施した際に、現物はあるが備品台帳一覧表には登録されていないものがあ 

 った。注意して登録を行い、その結果をダブルチェックする必要がある。 

② 備品への資産管理帳票の貼付について 

 財務規則に規定されている通り、原則備品には備品番号等を記載した備品整理票を貼付するこ 

ととされているが、備品整理票が貼付されていないため、備品台帳一覧表と現物の確実な紐付け 

ができないものがあった。備品台帳と現物の紐付のため何らかの帳票を現物に貼付する必要があ 

ると考える。 

③ 所蔵品・備品の実地棚卸について 

現状、所蔵品に関しては、常設展で展示する際、また他の美術館に貸与する際など、必要に応 

じて、傷等がないか保存状態確認のために現物確認を行っている。但し、備品台帳と現物の照合 

手続、いわゆる実地棚卸を行ってはいない。美術品及び備品について、台帳登録資産の実在性、 

滅失や廃棄の状況、保存状態等を把握する観点から定期的・計画的に実地棚卸を行うべきと考え 

る。 

 

３３ 美術館の修繕の状況について【意見】 

美術館は昭和 59年 4月の開館より、平成 28年度末で 33年が経過しており、修繕に急を要する 

と考えられる項目が発生している。市の財政が厳しさを増す中、平成 29年度の予算措置はいずれ 

 もなされていない状況である。美術品の損傷や故障等の発生は、所蔵品の資産価値や美術館運営に 

与える影響は大きく、財政課等と十分検討することが望まれる。 

 

３４ 美術館の展示・収蔵スペース拡大と自主財源の確保について【意見】 

平成 29年 3月末現在の所蔵品 2,260点（内、購入品 987点）に対し、年間通算での常設展示点 

数は 100点強に止まっており、所蔵品回転率は低い状況である。美術館としては、市民へアピール 

 を行い美術の普及度を上げるために年間 200点程度の常設展示が望ましいと考えている。また、美 

 術館内の収蔵スペース、特に彫刻等の収蔵庫が手狭であり、外部倉庫に保管料を支出している。こ 

のように美術館の展示・収蔵スペースの拡大が必要な状況であるが、前述の通り市の財政が厳しさ 

を増す中で、美術館に向けられる予算も削減され、展示・収蔵スペースの拡大は困難な状況でもあ 

る。一方、所蔵品の取得価額総額は平成 29年 3月末現在 1,820,739千円であり、取得後資産価値 
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 は増加している状況である。以上のような状況を鑑みれば、維持コストも含めた展示・収蔵スペー 

ス拡大の設備投資のため、条例等の改正も含め多方面から検討する必要はあるが、その一部売却に 

よる自主財源確保に向け検討することが望まれる。 

 

３５ 歳入増加について【意見】 

有料企画展の入場者数内訳推移に記載の通り、有料企画展の入場者数のうち減免対象となってい 

る者が過去 5年で 28%～49%で推移している。そのうち、高齢者（いわき市在住の 65歳以上）は 

 過去 5年で 15%～35%で推移している。企画展の内容によって来館者が大きく変動している状況が 

ある一方で、企画展事業費は財源の制約を受けている状況がある。魅力的な企画展の開催を実施す 

るためには財源の確保が必要となる状況において、現在常設展・企画展ともに無料とされている高 

齢者について、企画展については有料化することは財源の確保に寄与すると考えられ検討すること 

が望まれる。 

 

３６ 行政財産貸付の有償化について【意見】 

 現在、美術館 1階に出店している飲食店は、水道光熱費は負担しているものの、賃料は無償とな 

 っている。飲食店の設置を来館者向けのサービスの一環として位置付けて、無償とすることも考え 

られるが、美術館の来館者以外が飲食店に入店することも可能であり、また美術館の財源とするた 

め、今後有償化することの検討が望まれる。 

 

３７ 来館者数増加について【意見】 

来館者増加に向け以下の検討を行うことが望まれる。 

① 児童向け企画展の開催 

   平成 28年度において児童向け企画展を開催しなかったことにより入場者数が大きく減少した 

ことや、美術の普及に努めるという基本方針を鑑みると、若い世代の来館を促すことは、美術の 

関心を高めることにつながると考えられるとともに、父兄の来館動機の増加にもつながり、来館 

者増加の効果が大きいものと考えられる。そのため、夏休みなど児童の来館が見込まれる時期に、 

児童向け企画展を定期的に開催することが望ましいと考える。 

② 学校向け対応について 

  現在、美術館は各小中学校に働きかけて、来館してもらう活動を行っている。しかし、来館し 

た学校をリスト化した上で、未来館の学校を峻別し、そこにターゲットを絞って積極的な働きか 

けを行うことはしていない。したがって、リストを整備した上で目標の学校を設定し、教育委員 

会等を通して各学校に働きかけてもらうことも来館者増加に繋がるものと考える。 

③ その他来館者増加策について 

 現在、一般市民向けのアンケート調査は行われてはいない。来館者増加に向けて、各種活動の 

アピールも絡めて、特に美術館の利用度が低いと考えられる層を中心として、アンケートを実施 

しそのニーズを把握した上で、今後の運営方針を検討し、来館者増加に繋げることが望まれる。 

 

各課及び各施設における事務の執行及び管理運営について 第５ いわき芸術文化交流館（アリ

オス） 

 

３８ 業務委託契約について【意見】 

「いわき芸術文化交流館WEBサイト運用管理業務委託」については、その随意契約締結の理由 
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として「開発元業者である」ことを掲げているが、当初の開発契約自体が随意契約によって締結さ 

れており、その理由は外部者にとってわかりにくく、次回も随意契約とされる場合は当初の理由も 

 補完する形で記載することが望まれる。また、「いわき芸術文化交流館舞台運営サポート業務委託」 

については、設立当初から平成 25年度まで、他に対応できる業者がいないことを理由に、当該業 

者との随意契約により業務委託を継続してきたが、技術スタッフのレベル不足等を背景に、平成 26 

年度より公募型プロポーザル方式を導入し公募してみると、他に 1者が公募し、審査の結果、従前 

の業者とは異なる業者が初めて受託業務者として選定されている。随意契約を行う際には慎重を期 

し、また、可能な限り競争入札、プロポーザル方式を導入し、委託業務の品質を確保することが望 

まれる。 

 

３９ 備品の管理について【指摘事項】 

備品の管理について検討した結果、以下の問題点があった。 

① 棚卸の実施状況について 

多数の備品を所有しているが、舞台音響備品については棚卸を実施しておらず、その他の備品 

の棚卸についても、独自の方法によっている、棚卸の結果が保管されていない、また棚卸の結 

果に関し担当者以外の確認を得ていないとの回答であった。棚卸に関する規程あるいはマニュ 

アルの整備、定期的・計画的な棚卸の実施、管理者が棚卸の結果報告を受ける体制を整備する 

必要がある。 

② 備品の整理について 

備品の整理については、財務規則において、物品管理者は、備品台帳の整備、備品整理票の貼 

  付、又はペイント書により管理しなければならないことになっている。現物確認を行った際に、 

アリオス独自の管理によるシールが貼付されている物品はあるものの、その全てが対応されてい 

ない。また、規定された資産管理帳票による管理方法になっていない等があり、マニュアル整備 

を行い対応することも必要である。 

 

４０ 嘱託職員人件費の特別調整について【意見】 

アリオスは、劇場運営、舞台芸術に関しては、特殊かつ高度な技術を要することから、各分野に 

おいて専門的かつ高度な知識・経験を有する優れた専門スタッフを、全国から招聘・募集し、嘱託 

職員として雇用している。平成 23年度市の給与削減の方針の中で賃金改定がされたが、管理職の 

嘱託職員に対しては減額相当の特別調整が平成 24年 4月 1日から 3年間の時限付で手当された。 

そして、3年間が経過した平成 27年度再び改定があったが、この時は減額のあった嘱託職員全員 

に対して減額相当の特別調整が手当された。この改定にあたっても市の決裁を受けているが、以下 

のような点も見受けられ、次回は特別調整の継続も含め検討の余地があると考える。 

① 平成 23年度の特別調整は時限付の暫定的なものであったと考えられるが、平成 27年度も 

市の決裁があるとは言え継続している。 

② 管理職以外の職員の調整分は、賃金台帳上の賃金月額に含められており、給料表に一致して 

いない。 

③ 下記の今回の「「いわき芸術文化交流館」の事業運営に係る嘱託職員の雇用等に関する取扱 

い方針」によれば、特別調整額とは役職手当のみを指しており、今回の減額相当額の特別調整額 

の扱いは、管理職以外の職員も含め明示されていない（平成 23年時は管理職嘱託職員の特別調 

整に関しその取扱いが明示されていた）。 
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４１ 嘱託職員の給与体系について【意見】 

アリオスについては、劇場運営及び舞台芸術に関し、各分野において専門スタッフを嘱託職員と 

して雇用しているが、嘱託職員と言え市の職員に準じ、市の給与改定の影響を受ける状況である。 

一方、給与減額のため人材流出防止のために、今後も継続して特別調整により対応していくことも 

考えられる。しかし、専門スタッフである嘱託職員に対しては、アリオスでの経験・実績に基づい 

た独自の評価基準とそれによる給与テーブルを定め、その評価基準に基づき賃金が支払われること 

の方が明瞭であり検討することが望まれる。 

 

４２ 外部評価機関による事業運営評価調査報告書について【指摘事項】 

  平成 20年よりその年の事業運営の評価を行うことを目的として、外部評価機関との間で事業運 

営評価調査実施業務委託を毎年締結している。調査報告書を閲覧したところ、製本版は平成 25年 

度までのものしかなく、その後の調査報告書に関しては、内容的には完成しているものと考えられ 

るが製本版が入手されていない。製本された報告書が成果品であり、それを確認した上支払いが行 

われるのが筋であり、その徹底が必要である。また、調査報告書はアリオス内では回覧され活用さ 

れているが、所管課である文化スポーツ室には回覧されておらず、回覧が行われ情報共有される必 

要がある。 

 

４３ いわき芸術文化交流館アドバイザーの設置について【指摘事項】 

  いわき市いわき芸術文化交流館条例第 18条によれば、アドバイザーの設置が義務付けられてい 

るが、現在まで置かれていない。外部評価機関の事業運営評価調査報告書において、一定の外部評 

価は行われていると言えるかもしれないが、条例で想定しているアドバイザーの役割は、市の外部 

識者によるさらに幅広な議論を行い、必要に応じて館長へ諮問を行うことを想定しているものと考 

える。早急な対応が必要と考える。 

 

４４ 行政財産の貸付の有償化について【意見】 

現在、アリオスの 1階に出店している物販店及び飲食店に対しては、水道光熱費は負担している 

ものの、賃料は無償となっている。アリオスの来館者以外が入店することも可能であり、またアリ 

オスの財源確保のため、今後有償化することの検討が望まれる。 

 

４５ アウトリーチ活動の対象範囲拡大について【意見】 

各分野のアーティストが市内の小中学校に出向き、生の芸術を提供することにより、児童・生徒 

の感受性や創造性などを育むとともに、芸術文化への関心を高めることを目的としてアウトリーチ 

活動を行っている。しかし、小中学校以外では活動は、久之浜地区での落語会の開催等若干開催さ 

れている程度である。今後は、高齢者等来館できない人がいる施設等、アリオスの周知活動も兼ね 

対象を拡大することが望まれる。 

 

各課及び各施設における事務の執行及び管理運営について 第６ スポーツ振興課 

 

４６ スポーツ振興課における補助金の取扱いについて【指摘事項】 

いわきサンシャインマラソン補助金及びサイクルフェスティバル補助金については、平成 28年 

度の対象事業において、それぞれ 1,280千円、252千円が残金として翌年度に繰り越すこととされ  

ている。これらの対象事業は補助金のほかに大会参加料等の収入があり、また、補助対象経費が補 
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助金要綱等で明確に定められていないことから、当該残金を補助金の返還として受け入れるべきか 

否かが不明確となっている。補助金の適正な執行を促すためにも、個別の交付要綱の制定が必要と 

され、補助対象経費等を明確にしたうえで、補助金対象経費に変更がある場合には、補助対象事業 

計画の変更等を受けて、補助金の返還を受けることが必要であると考える。 

 

４７ スポーツ振興課における決裁文書の記載等について【指摘事項】 

  スポーツ振興課における決裁文書に決裁日付の記載がないものが散見され、いわき市文書等管理 

規程に違反している。決裁に基づき、確実に執行されていることを明らかにするためにも当該日付

の記載を徹底する必要がある。 

 

４８ U-15野球ワールドカップ国内実行委員会負担金に係る覚書締結の起案書について【指摘事項】 

Ｕ－15野球ワールドカップ国内実行委員会負担金は、いわき市から日本野球連盟に直接支払わ 

れているものであり、その支払事務にあたっては、市における予算措置や日本野球連盟からの請求 

に基づくいわき市職務権限規程に定める決裁区分に則った支出負担行為兼支出命令を行い、適正に 

執行されているところであるが、別途日本野球連盟の要請による、支払期日を定めた覚書の締結に 

係る起案書についても、いわき市様式で作成し、いわき市職務権限規程に基づく決裁区分とすべき 

ところを、開催支援委員会様式で作成し、開催支援委員会事務局課長決裁として処理されている。 

適切な決裁手続の実施が必要である。 

 

４９ 指定管理者選定における公募について【意見】 

各施設の直近の指定管理者選定時の応募者数が、１団体から 2団体と低調である。指定管理者は 

選定委員会の審査を経て選定されており、求められるサービス水準を行える団体であると考えられ 

るが、平成 29年度のスポーツ推進審議会の会議録では、審議会委員より「指定管理者は、指定管 

理料の範囲内で業務を行っており、体育館の魅力を高める工夫が足りないように思われる。」との 

発言もなされている状況でもある。今後、さらにその目的を達成できるより水準の高い団体が応募 

してくるよう募集の範囲、業務の内容、周知方法や募集期間等について十分工夫検討することが望 

まれる。 

 

５０ 「いわき市スポーツ推進基本計画」における施策の達成度を測る指標について【意見】 

「いわき市スポーツ推進基本計画」に記載の通り、市は基本目標・基本方針を定め、施策の展開 

を図る上で、達成度を測る指標を設定している。特に以下の点については検討が必要と考える。 

① 生涯スポーツの推進の指標（スポーツ実施率） 

市は、スポーツ実施率に関して平成 31年度に行われる県の調査を活用し、その結果を次回計 

画に反映させるものとし現状把握していない。しかし、市の基本計画は平成 26年度から平成 32 

年までの 7年間と長期にわたり、市民の高齢化が進展する中においては、市としても実態調査を 

行った上でその後の施策展開、指標値達成に努めることが望まれる。 

② 生涯スポーツの推進の指標（総合型地域スポーツクラブ数） 

スポーツ実施率を高める一つの施策として、総合型地域スポーツクラブの育成支援を掲げ、平 

成 25年度 6箇所から平成 32年度の計画終了時までに 9箇所とすることを目標としているが、 

現在まで増加していない。今後は地区体育協会等とも連携しながら、より積極的な活動を行うこ 

とが望まれる。 

③ スポーツ交流の推進の指標 
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   各種スポーツ大会等の開催や、スポーツ交流の推進の施策が採られ、達成度を測る指標として 

スポーツ・コミッション等による合宿誘致団体数を平成 24年度の 10団体から平成 32年度の計 

画終了時までに 100団体以上にすることを目標としているが、現在 24団体にとどまっている。 

市の認識は現状達成困難とのことであるが、今後は、現状から見て実現可能な数値を設定した上 

でその後の施策展開、指標値達成に努めることが望まれる。 

 

５１ 市民運動場使用における使用料徴収について【意見】 

  スポーツ振興課の所管する施設として 38施設あり、大部分の施設ではその使用に関し使用料を 

徴収しているが、各地区の市民運動場に関しては夜間照明設備使用料を除いては徴収されていない。 

市の財政が厳しい中、使用料徴収の検討が望まれる。 
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Ⅲ 監査の結果に関する報告に添えて提出する意見 

 

１ 減免制度、受益者負担及び自主財源の確保について 

 

   今回対象とした生涯学習、文化芸術及びスポーツ振興の施策に関する事業において、生涯教育・

社会教育の見地から広く減免制度が採られ、また受益者負担も抑えられる傾向があり、事業の収

支に関しては赤字であることが多い。しかし、「基本計画及び実施計画」での「第 3章 計画を推

進するために」でも記されている通り、今後の財政状況の制約から、減免制度や受益者負担のあ

り方などの検討によりその範囲の見直しや、また自主財源の確保を行う必要があるものと考える。 

 

２ 公共施設等総合管理計画に基づく今後の個別計画策定について 

 

   平成 29年 2月、市は平成 29 年度から平成 42 年度までの公共施設等総合管理計画を策定し、

今後はそれに基づき各部署で個別計画を策定し実行していくことになる。管理計画の中では、今

後の人口動向や財政状況の制約から、取組の方向性として、公共施設等の総量適正化、維持管理

コスト縮減や施設更新の順位付け等があげられている。今回対象とした関連する施設でも、稼働

率が低い施設や建築年数が経過している施設等が見られるが、生涯教育・社会教育の見地、また

その地域性や役割等とも比較衡量した上で、個別計画を策定していくことが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 


